
平成27年度 業務実績報告補足説明資料

項目 Ⅰ－４ 積極的な情報公開 ［業務実績報告書 Ｐ19］

機構の業務運営や高速道路事業に関し、国民に効率的かつ効果的に情報公開するため、積極的にホームページ等を活用した。
（財務諸表、高速道路事業関連情報、債券の発行情報などを適時適切に掲載するとともに、提供内容の充実を図った結果、平成27年
度の更新回数は207回（前年度136回）となった。）
高速道路会社と共同し、高速道路の料金施策（平成28年4月からの首都圏の新たな料金等）、高速道路のストック効果等社会的関心の
高い情報を積極的にわかりやすく提供した。

積極的な情報公開の取り組み

●財務諸表
●高速道路事業関連情報
・債務返済の状況
・財務諸表のセグメント情報
・高速道路収支関連情報
・建設・維持・管理の状況
・道路資産の保有及び貸付状況

●助成委員会の議事概要・経営努力内容の資料
●債券・借入金情報
●入札・契約情報
●出版物
・高速道路機構の概要
・高速道路機構の概要（英語版）
・ファクトブック
・海外調査報告書

●高速道路の料金施策（首都圏の新たな高速道路料金
に関する総合サイト）

●高速道路利便施設(SA・PA）に関する情報提供
●車限令違反車両に対する取組
●意見募集
・ 「首都圏の新たな高速道路料金の具体案」について

●法令等に基づく情報提供
・業務実績報告書
・会計検査院の決算検査報告
・役員の報酬等及び職員の給与の水準 外

平成27年度の主な取り組み

①平成28年4月からの首都圏の新たな
高速道路料金の情報を提供

②アクセス上位の全国路線図を
わかりやすく改善

③高速道路のストック効果を
国交省、高速道路会社と連携し、
トップページに公表

機構の業務の透明性の確保、道路利用者の利便性の向上
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HPのアクセス数は約4倍

クリックしたICと代表的なIC間の料金表を表示

●平成28年4月からの首都圏の新たな高速道路料金に係る情報提供
・首都圏の新たな高速道路料金については、同一起終点であれば圏央道利用でも同じ料金とする等、３社にまたがる画期的な料金制度
であった。そこで、高速道路利用者にできるだけ早く情報を提供するため、会社の料金検索サイトの運用開始に先立って、機構が３社の
情報を集約し、主要なIC間について、圏央道及び外環道を経由した場合や首都高速を経由した場合の改定前と改定後の料金を比較で
きるサイトを平成28年3月1日に開設した。

・首都圏の新たな高速道路料金に関する国土交通省の記者発表（平成２８年３月１日）において、機構が開設した総合サイトが案内され
た。また、YAHOO！JAPANニュースにも同サイトへの案内が掲載された。

・平成２８年３月における機構ホームページへのアクセスは通常の約4倍の40万件となった。

各路線の新料金の概要を表示

３社の情報を集約
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平成27年度 業務実績報告補足説明資料

項目 Ⅱ－２－⑦ 資金調達 ［業務実績報告書 Ｐ37］

今後の金利上昇リスクを軽減し債務返済の確実性を高める観点から、低金利環境を捉え超長期年限での調達拡充を目指した。
幅広いＩＲの実施による新たな投資家の開拓等の取り組みによって、債券では国内最長となる40年、借入では全て20年に長
期化を実現。総額1兆6,210億円を、超長期の割合を56％に高めた上で、平均調達利率0.88％と低利かつ安定的に調達した。

債
務
の
確
実
な
返
済
に
貢
献

①当機構の特性
高速道路建設等に要した

債務を確実に返済するため
に、将来の金利上昇リスクを
軽減しつつ、毎年度数兆円
に及ぶ多額の借換資金を確
実に調達する必要あり。

②金融情勢

日本銀行による異次元
の金融緩和を受け、国内
金利は極めて低水準で推
移していることから、超長
期年限での調達割合を高
め、将来の金利上昇リスク
を軽減する絶好の環境。

③投資家

超長期年限の投資家は
限定されることから、超長
期の調達を拡大するため
には、従来の投資家に加
え、新たな投資家を開拓す
る必要あり。

背 景

●幅広いIRによる新たな投資家の開拓等
・生命保険等の大手機関投資家に加え、全国の自治体、財団法人、学校法人、信用金庫等にまで範
囲を広げた個別投資家訪問や証券会社の販売担当者へ向けた機構概要の説明会等、積極的なIR
活動（前年度比2倍超の91件）を通じて需要の掘り起こしを実施。

・金融情勢やIR活動で把握した投資家動向等を踏まえ、機構内に設置した資金調達委員会を随時開
催し、調達環境の変化に応じた適時適切な計画の見直しを実施。

●民間借入金の借入年限長期化
・新たな手段として前年度から導入した民間借入金は、年限を全て20年に長期化。
・全国の信用金庫を中心とする融資需要を継続的に捉え、計3回・総額350億円を調達。
・調達コストの競争入札方式を継続し、債券発行よりも低利な調達を実現(債券対比の利息・手数料
節減額は約6.8億円)。

●20年・30年債の発行拡大
・政府保証債は過去最大額(計5,200億円)を維持、財投機関債は前年度比1.3倍(計2,050億円)に拡大。

■国内最大規模の債券発行額を含む総額1兆6,210億円を、超長期比率56％(過去最大)、平均調達
年限18.4年（過去最長）、平均調達利率0.88％で確実に調達。

■長期を中心とした低利かつ安定的な資金調達の継続により、保有債務残高の平均残存年限は7.8
年（設立初年度末5.2年）に伸びる一方で、平均利率は1.37 ％（設立初年度末1.71％）まで低下。

主な取り組み

成果

●40年債の発行再開
・約6年ぶりに40年財投機関債(計3回・総額1,100億円)・政府保証債(計2回・総額200億円)を発行。
・機動的な起債運営を行うことにより複数回の発行を実現し、市場での認知を確立。

■キャピタルアイ(資本市場専門メディア)が選定する財投機関債部門の年間ベストディール賞を受賞。
受賞理由：低金利の環境下で投資家のこの年限に対する需要を掘り起こし、当年度は3回の起債で
1,100億円を供給。同債を起点に民間会社の40年債が続き、超長期債市場の活性化に寄与した。
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〔平成27年度 資金調達実績〕
（単位：億円、％）

※ 平均利率は、調達額と債券発行時の応募者利回り（借入金は借入利率）を使った加重平均で表示している。

〔超長期年限による調達割合の推移〕

〔保有債務に係る残存期間別構成の推移〕

調達額 平均利率 調達額 平均利率
10年 7,110 0.37 14,200 0.53
20年 4,000 1.07 4,000 1.32
30年 1,200 1.41 1,200 1.63
40年 200 1.63 - -

12,510 0.71 19,400 0.76
10年 - - 400 0.54
15年 - - 200 0.70
20年 350 1.08 - -
小計 350 1.08 600 0.59
５年 - - 600 0.16
10年 - - 2,200 0.56
15年 200 0.90 400 0.95
20年 1,300 1.20 1,050 1.35
30年 750 1.54 500 1.73
40年 1,100 1.89 - -
小計 3,350 1.49 4,750 0.84

3,700 1.45 5,350 0.81
16,210 0.88 24,750 0.77

18.4年 13.4年

政府保証債

民間借入金

財投機関債

超長期割合 56% 30%
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平均調達年限

平均調達利率 0.77% 0.88%

13.4年 18.4年

1.72% 1.76% 1.04%

29.7% 56.1%
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平成27年度 業務実績報告補足説明資料

項目 Ⅱ－５
高速道路の新設、改築、維持、修繕その他の管理に要する費用の縮減を助長するための
仕組み ［業務実績報告書Ｐ41 ］

高
速
道
路
に
係
る
コ
ス
ト
縮
減
に
よ
り
、

民
営
化
の
目
的
で
あ
る
国
民
負
担
の
軽
減
に
寄
与
。

背 景

【助成委員会審議状況、助成金交付実績等】
○助成委員会の開催･･･助成委員会を３回開催、
18議題45件の審議を行った。

○経営努力要件適合性の認定･･･33件の経営努力
適合性を認定。

○助成金の交付･･･経営努力要件適合性を確認し
たもののうち、助成金交付申請のあった18件につい
て、助成金（約3.5億円）を交付した。

○費用の縮減の促進･･･認定された新技術を含む経
営努力案件は委員会の議事概要と合わせホーム
ページで公表するとともに、会社に対してコスト縮減
の取組みの活用を積極的に促した。

主な取り組み 成果

・インセンティブ助成
制度は、高速道路
会社に対してコスト
縮減や新技術開発
を積極的に促すた
めに導入。

高速道路機構と会社
の業務点検における
課題

・機構が高速道路会
社に助成金を交付
した実績では、新設
・改築事業が23件
である一方、修繕事
業については、1件
にとどまっており、修
繕分野で活用しにく
い状況。（H26実績）

・メンテナンスの時代
に即した制度への
対応が進んでいな
いため、改善が必要

【修繕事業、大規模更新事業への対応】
○修繕事業に関して積極的な取組みの促進を図る
ため、会社からの意見を踏まえつつ、助成に関する
手続きについて、平成28年３月に提出時期や提出
内容を見直し、活用し易い制度に変更した。

○道路法改正を受けて取り組む大規模更新事業に
ついては、新設・改築事業や上記見直し後の修繕
事業の手続きとすることにより、制度を積極的に活
用できるようにした。

○平成27年度に経営努力要件適合性
を認定した33件で、過去最大の約
130億円のコスト縮減効果があったと
見込まれる。

○「高規格材料を用いたトンネル支保
工」等の新技術は、平成27年度末ま
でに141件認定されており、これらは会
社において標準化され約143億円の
コスト縮減が見込まれる。

○修繕工事に関して、制度の見直し後
１か月で早くも７件の提出があった。
（従来の手続きによる民営化後の総提出
件数：28件）

会社の経営努力を助長するための助成金制度については、33件について会社の経営努力要件適合性の認定を行った。また、認定され
た新技術を含む経営努力案件はホームページで公表し、会社に対してコスト縮減の取組みの積極的な活用を促した。
高速道路会社がより活用しやすい助成制度となるよう、修繕事業に関して、助成に関する手続きを見直すとともに、大規模更新事業に関
しても、新設・改築事業や見直し後の修繕事業の手続きとすることにより、制度を積極的に活用できるようにした。

会社 件数

東日本 3

中日本 2

阪神 1

本四 1
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【平成27年度 経営努力適合性の認定実績】

※ 計数処理の関係で、計は一致しない。

【これまでに認定された新技術・改良技術】

※1 概算コスト縮減額は、会社申請額及び過去の交付実績から算出した
※2 計数処理の関係で、計は一致しない。

【参考】高規格材料を用いたトンネル支保工の開発

大断面トンネル掘削のため開発された材料を用いた二車線断面トンネルにおける高規格支
保工の開発で、削断面の縮小、工事材料費の縮減、サイクルタイムの短縮によりコスト縮減

【参考】橋梁から盛土への変更 （新東名高速道路 秦野ＩＣ～御殿場ＪＣＴ）

地元及び関係機関との協議を行い、橋梁構造を盛土構造に変更し、コスト縮減
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【修繕工事に係る運用変更の概要】
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【特定更新等工事に係る運用の概要】

②協定に助成対象基準額を設定していない事業①協定に助成対象基準額を設定している事業
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